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１ 練馬区後期実施計画（平成 24～26 年度）の概要 

 
１ 策定の目的 

 
練馬区長期計画（平成 22～26 年度）は、基本構想の掲げる「練馬区のめざす

姿」である「ともに築き 未来へつなぐ 人とみどりが輝く わがまち練馬」

を計画目標とし、その実現に向けた施策・事業を体系的に明らかにするものと

して平成 22 年 3 月に策定しました。 
このうち実施計画では、計画目標を達成するために取り組む主要な事業であ

る計画事業について、前半 3 か年（平成 22 年度～24 年度）の事業計画を定め

ました。このたび 5 か年の計画期間の中間年にあたり、社会経済情勢の変化や

新たなニーズに対応するために見直しを行い、後期実施計画（平成 24 年度～26
年度）として策定するものです。 

 
２ 計画事業の内訳 

分   野 
計 画 

事業数 

１ 子ども分野  次代を担う子どもの健やかな成長を支える 

２ 健康と福祉分野 高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する 

３ 区民生活と産業分野 にぎわいとやすらぎのあるまちを創る 

４ 環境とまちづくり分野  環境と共生する快適なまちを形成する 

５ 行政運営分野 未来を拓く区政経営を進める 

13 

16 

20 

38 

5 

合 計 92 

※ 今回の素案では、各計画事業の内容および平成 26 年度目標、3 か年の事業量

を示しています。成案化する際は、今後 3 年間の財政収支の予測を行ったうえ

で、各計画事業の事業量、事業内容等を可能な限り年次別に明示します。 

 

３ 計画事業費  

  平成 23 年 11 月 15 日現在                  （単位：百万円） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 総 額 

投資的経費 １７，５９０ １４，８６８ １２，３０５ ４４，７６３ 

その他経費 ４０１ ４００ ３１４ １，１１５ 

合  計 １７，９９１ １５，２６８ １２，６１９ ４５，８７８ 

※ 上記は現段階における暫定数値であり、今後平成 24 年度当初予算の編成作業と

並行して精査を進め、財政推計とのすりあわせを行います。 
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２ 施策の体系および計画事業 

分野･政策 
計画事

業数 
事業番号 

１ 子ども分野 次代を担う子どもの健やかな成長を支える 13   

 政策 11 子どもと子育て家庭を地域で支える 5 1～5 

 政策 12 子どもが楽しく学ぶことができ、地域に開かれた学校教育を進める 7 6～12 

 政策 13 青少年を健やかに育成する 1 13 

２ 健康と福祉分野 高齢者や障害者などだれもが安心して暮らせる社会を実現する 16   

 政策 21 健康な暮らしを支える －   

 政策 22 安心して医療を受けられる環境を整える 1 14 

 政策 23 地域で福祉を支える 3 15～17 

 政策 24 高齢者の生活と社会参加を支援する 6 18～23 

 政策 25 障害者が自立して生活できるよう支援する 6 24～29 

 政策 26 生活の安定を図る －   

３ 区民生活と産業分野 にぎわいとやすらぎのあるまちを創る 20  

 政策 31 まちの地域力を高める 2 30～31 

 政策 32 経済活動を活発にする 6 32～37 

 政策 33 文化芸術・生涯学習、スポーツ活動を活発にする 8 38～45 

 政策 34 安全で安心な区民生活を支える態勢を整える 4 46～49 

 政策 35 平和と人権を尊重する －   

４ 環境とまちづくり分野 環境と共生する快適なまちを形成する 38   

 政策 41 みどり豊かなまちをつくる 6 50～55 

 政策 42 環境への負荷を低減し、持続可能な社会をつくる 5 56～60 

 政策 43 良好な地域環境をつくる －   

 政策 44 地域特性に合ったまちづくりを進める －   

 政策 45 災害に強く生活しやすいまちをつくる 16 61～76 

 政策 46 良好な交通環境をつくる 11 77～87 

 政策 47 安心して生活できる住まいづくりを進める  －   

５ 行政運営分野 未来を拓く区政経営を進める 5   

 政策 51 持続可能な区政経営を行う 5 88～92 

合 計 92   

 

 

 

 

 

 



番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

1
子ども家庭支援
センターの整備

　子ども家庭支援センターの運
営体制を強化し、子育てに関
する情報提供、相談機能の充
実を図ります。

（仮称）練馬駅
北口分室開設

- （仮称）練馬駅
北口分室開設

2
子育てのひろば
の整備

　子育て家庭の交流を促進し、
孤立感や負担感の軽減を図る
ため、子育てのひろばを増設し
ます。

区営11か所
民設13か所

区営7か所
民設10か所

区営4か所
民設3か所

3 保育所待機児の
解消

　私立認可保育所・認証保育
所の誘致・新設などを進め、保
育所等の受入枠を拡大してい
きます。

認可保育所定員
10,171人

認可外保育施設
定員1,999人

認可保育所定員
8,818人

認可外保育施設
定員1,625人

認可保育所定員
1,353人

認可外保育施設
定員374人

4 多様な保育サー
ビスの充実

　保護者の多様な就労形態や
保育サービスへの要望に対応
するため、サービスを充実しま
す。

病児・病後児保
育
6か所での実施

一時預かり
13か所での実施

延長保育
66か所での実施

認定こども園
6園の設置

病児・病後児保
育
5か所での実施

一時預かり
7か所での実施

延長保育
49か所での実施

認定こども園
3園の設置

病児保育施設
1か所

一時預かり
6か所

延長保育
区立3か所、私立
14か所
認定こども園
3園

5
放課後子どもプ
ランの推進

　放課後等の子どもたちの安
全で健やかな居場所づくりを進
めるため、小学校ごとに学校応
援団が運営するひろば事業と
学童クラブ事業の連携を実施
します。

学童クラブ事業と
ひろば事業との
連携

学童クラブの
校内移設・整備

ひろば事業の全
校実施　65校

連携実施校数
50校

校内学童クラブ
設置　45校
（近接設置校含
む）

連携実施

設計4件
工事6件

6

教育相談室の充
実（大泉地区教
育相談室の設
置）

　大泉地区に１室整備すること
により、子どもや保護者がより
身近なところで相談が受けられ
るように体制の充実を図りま
す。

4室目の実施設
計

調査・研究 基本設計
実施設計

子ども分野

3



番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

7
小中一貫・連携
教育の推進

　平成23年4月に開校した小中
一貫教育校の成果を活かしな
がら、施設が離れた小中学校
間においても小中一貫・連携教
育を推進するために、学習指
導上の連携の研究を進め、授
業改善による学力・体力の向
上などをめざします。

①小中一貫教育
校（1校目）の開
校

②小中一貫・連
携教育の推進

③小中一貫教育
校（2校目）の検
討

小中一貫教育校
(１校目)の開校

「小中一貫・連携
教育推進方策」
の作成

「小中学校の学
習指導上の連
携」の研究

小中一貫・連携
教育の推進

「小中学校の学
習指導上の連
携」の研究

小中一貫教育校
（2校目）の検討

8
特別支援学級の
設置

　通常の学級における特別支
援教育が円滑になされるため
の地域の拠点として、また、特
別支援学級に在籍する児童・
生徒の教育を充実するため、
区内の小中学校35校に知的障
害学級および情緒障害等通級
指導学級を設置します。

知的障害学級
小学校　15校
中学校　8校

情緒障害等通級
指導学級
小学校　8校
中学校　4校

知的障害学級
小学校　13校
中学校　8校

情緒障害等通級
指導学級
小学校　8校
中学校　3校

知的障害学級
小学校　2校設置

情緒障害等通級
指導学級

中学校　1校設置

9
（仮称）学校教育
支援センターの
整備

　総合教育センターを発展的に
改組し、教職員の研究・研修事
業および教育相談事業を拡充
するため、（仮称）学校教育支
援センターを整備します。

（仮称）学校教育
支援センターの
整備・運営

設計 整備・開設

10 小中学校校舎等
の改築の推進

　「区立施設改修改築計画」に
基づき、学校校舎等の改築を
行います。27年度までに耐震
化のため改築が必要な学校の
改築に着手します。

豊玉南小学校改
築
谷原小学校改築

豊玉第二中学校
実施設計・改築

基本設計3校
実施設計2校
改築（一部）1校

豊玉南小学校改
築
谷原小学校改築
（Ⅰ期）
豊玉第二中学校
基本設計

谷原小学校改築

豊玉第二中学校
実施設計・改築

基本設計3校
実施設計2校
改築（一部）1校

11
みどりと環境の
学校づくりの推進

　校庭芝生化、屋上緑化およ
びみどりのカーテン等、それぞ
れの学校の特徴に応じた緑化
を進めます。

校庭芝生化44校
屋上緑化　10校
みどりのカーテン
　　　　　　　54校

校庭芝生化32校
屋上緑化　10校
みどりのカーテン
　　　　　　　41校

校庭芝生化12校
ー
みどりのカーテン
　　　　　　　13校

12
区立学校・区立
幼稚園の適正配
置

　区立学校については、今後の
児童生徒数の動向や施設の改
築時期、学級編制基準の改定
による学級数への影響、小中
一貫・連携教育の取り組み等
を踏まえ、引き続き、適正配置
を検討していきます。
　区立幼稚園については、園児
数の動向や区立幼稚園のあり
方等を踏まえ、平成23年度に
実施計画を策定し、平成26年
度に適正配置を実施します。

①統合新校の開
校4校

②区立学校適正
配置検討

③区立幼稚園
「適正配置実施
計画」策定・実施
（2園廃園）

統合新校の開校
4校

区立学校の適正
配置の検討

区立幼稚園の適
正配置の検討お
よび「実施計画」
の策定

区立学校の適正
配置の検討

区立幼稚園「適
正配置実施計
画」の実施（2園
廃園）
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

13
中高生の居場所
づくり

　中学生・高校生の居場所や
遊び場を確保することで、多様
な発表・自己表現の機会を通
じ、社会性をはぐくみ、自立を
促すため、児童館に中学生・高
校生専用の時間帯を設けま
す。

児童館における
中高生対応事業
の実施10か所

4か所 6か所

5



番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

14
病床の確保

　新病院の整備、既存病院の
増築等により病床の確保を図
り、地域医療の充実を図りま
す。また、医療施策における
ハード・ソフトの両面から、練馬
区独自の地域医療計画を策定
します。

新病院（回復期リ
ハビリ病院）の整
備　150床

新病院の実施設
計　200床程度

新病院の用地選
定　500床程度

既存病院の増
築・増床　200床
程度

練馬区地域医療
計画策定

設計

用地測量・土地
鑑定

用地選定

用地候補選定
都と協議・調整

練馬区地域医療
計画の検討

新規150床

200床増床

練馬区地域医療
計画策定

15
相談情報ひろば
事業の実施

　「相談情報ひろば」は、地域
の身近な相談窓口として区民
に必要な情報を提供し、また、
地域福祉推進の拠点としての
役割を果たすとともに地域の交
流を深めることを目的とする施
設です。地域福祉活動団体と
の協働で事業を運営していき
ます。

【常設型】
6か所

【常設型】
5か所

【常設型】
1か所

16
地域福祉パワー
アップカレッジね
りま事業の実施

　区民と協働で築く地域福祉を
実現するため、地域福祉パ
ワーアップカレッジねりまを充
実していきます。地域福祉を担
う人材の育成および育成した
人材を活かす仕組みづくりを主
な内容とします。

1～8期生入学
1～6期生卒業

卒業生、在学生
の地域活動の促
進（7割程度）

常設施設運用

5期生入学（28
人）
3期生卒業（24
人）
卒業生、在学生
の地域活動の促
進（7割程度）

6～8期生入学
4～6期生卒業

卒業生、在学生
の地域活動の促
進（7割程度）

整備

　高齢者福祉サービスについ
て、練馬区社会福祉事業団が
運営する練馬介護人材育成・
研修センターを支援し、高い専
門性を持つ介護人材の確保・
育成を図ります。

練馬介護人材育
成・研修センター
の支援

研修センター移
転

人材育成事業研
修
就職面接会等

研修

就職面接会等

研修センター移
転

　また、障害福祉サービスにつ
いても、人材育成･研修体制を
整えます。

（仮称）障害福祉
人材育成・研修
センターの開設・
運営

事業者連絡会研
修担当分科会の
設置
情報交換会、事
業者研修の実施

（仮称）障害福祉
人材育成・研修
センターの開設・
運営

17

健康と福祉分野

福祉サービスを
担う人材の確保・
育成および支援

6



番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

18
高齢者センター
の整備

　高齢者の健康や教養、福祉
の増進を図るため、大泉地域
に4館目の高齢者センターを整
備します。整備に当たっては、
筋力向上トレーニングなどの介
護予防事業を推進するため
に、介護予防拠点機能を備え
たものとします。また、高齢者
センターと敬老施設の連携体
制の構築を図っていきます。

4館 3館 １館整備

19
高齢者の相談・
支援体制の充実

　高齢者の総合相談窓口とし
て、高齢者相談センター(地域
包括支援センター)支所を増設
します。うち1か所は介護予防
拠点機能を併設します。

高齢者相談セン
ター(地域包括支
援センター)支所
25か所
(うち介護予防拠
点機能を含む1か
所)

高齢者相談セン
ター（地域包括支
援センター）支所
22か所

3か所設置

20 特別養護老人
ホームの整備

　常時介護が必要な高齢者が
安心して暮らせる施設として、
民設の特別養護老人ホームの
整備補助を行います。区有地
を活用した民設の誘致も行うな
どして、さらに整備を促進しま
す。

2,062床 1,362床 700床整備

21
 介護老人保健施
設の整備

　病状安定期にあり、入院治療
の必要がない高齢者等の在宅
復帰を支援する施設として、民
設の介護老人保健施設の整備
補助を行い、整備を促進しま
す。

1,476床 816床 660床整備

22
短期入所（ショー
トステイ）生活介
護施設の整備

　介護者が一時的に介護でき
ない場合に、介護が必要な高
齢者を介護者に代わって介護
するための施設として、民設の
短期入所（ショ－トステイ）生活
介護施設の整備補助を行い、
整備を促進します。

288床 226床 62床整備

23
地域密着型サー
ビス拠点等の整
備

　区内に居住する高齢者が要
支援・要介護状態になっても、
各種サービスを利用しながら住
み慣れた日常生活圏域で生活
していくため、地域の特性に応
じた多様で柔軟なサービスを提
供する地域密着型サービス拠
点等の整備補助を行い、整備
を促進します。

入居型サービス
573人

通所型サービス
715人

訪問型サービス
の充実（夜間対
応型訪問介護2
か所含む）

認知症高齢者ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 465人

小規模多機能型
居宅介護 275人
認知症対応型ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 218
人

夜間対応型訪問
介護2か所

認知症高齢者ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 108人

小規模多機能型
居宅介護 150人
認知症対応型ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 72人

24時間定期巡
回・随時対応ｻｰ
ﾋﾞｽの実施

7



番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

24

居宅系サービス
の充実（ショート
ステイ事業の充
実）

　地域で生活する障害者とそ
の家族が安定した生活を継続
するために、一時的に介護が
必要となった障害者を介護する
短期入所事業（ショートステイ）
を充実します。区立知的障害
者生活寮（大泉つつじ荘）の緊
急一時保護事業4床を障害者
自立支援法に基づくショートス
テイに移行するとともに、しらゆ
り荘の移転新築に合わせて新
規に併設し、区立事業所2所に
8床を整備します。

民間事業所
23 床

区立事業所
8床

民間事業所
20床

―

3床整備

8床整備

25

日中活動系サー
ビスの充実（生活
介護事業所の誘
致）

　生活介護事業所を新たに開
設する事業者に対し、施設整
備費、運営費の補助を行い、
整備を促進します。

生活介護事業所
１所（定員45人規
模）誘致

民間事業者公
募・選定

生活介護事業所
１所（定員45人規
模）誘致

26

居住系サービス
の充実（グループ
ホーム･ケアホー
ムの充実）

　障害者の地域生活移行を促
進するために、グループホーム
およびケアホームを整備する
民間事業者に対して補助を行
い、整備促進を図ります。ま
た、区立知的障害者生活寮（し
らゆり荘）を移転新築し、個室
を整備し、体験・訓練機能を強
化することで、円滑な地域移行
を促進します。

66事業所
（364人）

区立しらゆり荘移
転（8人）

45事業所
（253人）

現行：しらゆり荘
2室6人(相部屋）

21事業所
（111人）

移転・開設（8人）

27
（仮称）こども発
達支援センター
の整備

　発達に心配のある子どもを対
象とした相談・療育等を行うた
め、心身障害者福祉センター
の実績を踏まえ、より機能を強
化した（仮称）こども発達支援
センターを整備します。

(仮称）こども発達
支援センター開
設

実施設計 整備・開設

28
中途障害者への
支援の充実

　心身障害者福祉センターにお
いて、高次脳機能障害等の中
途障害者を対象とした、相談・
自立訓練等支援事業を実施し
ます。

中途障害者への
支援事業の実施

事業計画の策定
準備事業

事業実施

29

《新規》
地域活動支援セ
ンターⅢ型事業
所の整備

　社会生活技術等の再習得に
長期間必要とする高次脳機能
障害者や、精神科病院から退
院直後等ですぐには就労継続
支援B型事業所等の利用が難
しい精神障害者を対象とした地
域活動支援センターⅢ型を整
備します。

地域活動支援セ
ンターⅢ型整備
2所（利用定員、
各所10名）

ー 地域活動支援セ
ンターⅢ型整備
2所（利用定員、
各所10名）
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

30
地域コミュニティ
活性化の支援体
制の整備

　区民の暮らしの基盤となる地
域コミュニティを活性化する方
策について、区民参加の検討
懇談会等からの意見を踏ま
え、「（仮称）練馬区地域コミュ
ニティ活性化プログラム」を策
定し、そのプログラムに基づ
き、必要となる体制の整備を進
め、地域の実情に即した支援
を実施していきます。

「（仮称）地域コ
ミュニティ活性化
プログラム」の策
定

各地域で体制が
整いしだい実施

区民懇談会によ
る検討

モデル地域候補
との協議

「（仮称）地域コ
ミュニティ活性化
プログラム」の策
定

各地域で体制が
整いしだい実施

31
区民との協働を
推進するための
環境整備

　平成21年度に策定した「練馬
区区民との協働指針」に基づ
き、区民との協働を推進するた
めに必要となる環境整備を進
めます。

①協働のパート
ナーである活動
主体への支援の
充実に関する事
業の実施

②人材育成事業
の実施

③（仮称）区民協
働交流センター
の開設

①実施

②検討

③設計

①実施

②人材育成事業
の実施

③（仮称）区民協
働交流センター
の開設

32
アニメ産業の育
成・強化

　国内最大であるアニメ関連企
業の集積を強化し、地域経済
を活性化します。また、国際市
場への進出や人材育成、技術
の向上を図り、国際競争力を
持つ産業に育成します。

ｱﾆﾒ関連企業の
区内誘致、創業
支援施設の整備
方針策定

国際ｱﾆﾒﾋﾞｼﾞﾈｽｾ
ﾝﾀｰの開設

ﾌﾗﾝｽ・ｱﾇｼｰ市と
の産業交流

ｱﾆﾒ産業に関す
る専門学校等の
誘致活動

企業誘致制度の
創設(１社)

試行

ｷｬﾗｸﾀｰ活用協
議・ｸﾘｴｲﾀｰ受入
れ協議

調査検討

企業誘致(3社)
創業支援施設の
整備方針策定

開設

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ展開
支援・ｸﾘｴｲﾀｰ受
入れ

誘致活動

33
アニメ文化の普
及による地域経
済の活性化

　アニメ文化の普及啓発や、ア
ニメ制作や作品を紹介する施
設等の整備に向けた取組を行
います。

ｱﾆﾒ産業と教育
の連携事業の実
施

ｱﾆﾒｱｰｶｲﾌﾞｽの
整備

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設
整備方針策定

ｱﾆﾒ制作現場の
見学ｺｰｽやｱﾆﾒﾓ
ﾆｭﾒﾝﾄ整備方針
策定

検証授業実施

製作（完了）

基本構想策定

基本構想策定

教育活動実施
(25校）

ー

整備方針策定

整備方針策定

区民生活と産業分野
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

34
（仮称）産業振興
会館の整備

　産業振興の中核的な拠点と
して、産業経済活動の活性化
に寄与し、区内の事業者や産
業経済団体を総合的に支援す
る（仮称）産業振興会館を、練
馬駅北口の区有地を活用して
整備する複合施設の一施設と
して整備します。

施設開設 設計 整備･開設

　都市農地は環境や防災など
多面的機能を有しており、区民
の暮らしにとって重要な財産と
なっています。その多面的機能
をPRするとともに、都市農地に
関する法制・税制の見直しを国
に働きかけ、都市農地の保全
に向けた取組を進めます。

「都市農地保全
推進自治体協議
会」活動の推進

活動の推進 活動の推進

　樹林や農地が一体となった地
区を郷土景観保全地区に指定
し、良好な景観を保全します。

１地区指定 候補地の検討 1地区指定

　農の風景育成地区を指定し、
減少する農地を保全し、農業
や環境機能に貢献する空間を
確保します。

１地区指定 ー １地区指定

36
農とのふれあい
の推進

　　「都市農業のリーダー」とし
て、区内の農地を23区民共有
の財産として位置づけ、23区民
が利用可能な農園を整備し、
従来の区民農園とは異なる、
新しいタイプの農園づくりをめ
ざします。
　あわせて、農とふれあえる拠
点を整備、開設することにより
区民が農とふれあえる機会を
提供します。

「（仮称）練馬ふ
れあい都民農園」
の候補地選定（1
園）

農とふれあえる
拠点の整備　2拠
点整備

基本構想の検討

1拠点整備

候補地の選定

1拠点整備

37
都市型農業の振
興

　地産地消推進農業施設の整
備や生産緑地の保全に伴う基
盤整備について支援を行いま
す。また、計画的かつ意欲的に
自らの経営改善を図る農業経
営者を認定農業者および練馬
区都市型認定農業者として認
定するとともに、経営改善に向
けた取組を支援します。
　さらに、（仮称）練馬区農の学
校について検討、整備を行い、
多様な支え手の確保を図りま
す。

地産地消推進農
業施設の整備支
援　70棟

生産緑地保全に
伴う基盤整備支
援　45か所

認定農業者等の
認定者数　71人
農業体験農園の
整備17園
（仮称）練馬区農
の学校の開設

49棟

15か所

21人

16園

基本計画の策定

21棟

30か所

50人（延べ数）

1園

整備・開設

35 都市農地の保全
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

38
文化芸術振興の
推進体制の整備

　文化芸術活動および多文化
共生の場や文化芸術情報シス
テムを整備し、区民参加による
文化芸術施策を計画的に推進
するための体制整備を図りま
す。

文化芸術振興計
画の策定
文化芸術施策連
絡推進組織の設
置

文化芸術活動お
よび多文化共生
の場の整備

文化芸術情報シ
ステムの整備

22年度策定（完
了）
文化芸術施策連
絡推進組織の設
置

実施設計

ー

ー

ー

整備・開設

文化芸術情報シ
ステムの整備

39
文化芸術資産の
活用

 練馬区にゆかりのある芸術
家・文学者等の文化芸術資産
を公開し、区の文化力を広く区
内外に発信する文化芸術資産
の活用拠点を、日本銀行石神
井運動場旧クラブハウスを改
修して整備します。

文化芸術資産の
受入・活用

文化芸術資産の
活用拠点の整備

文化芸術資産の
受入・活用

実施設計

―

文化芸術資産の
活用拠点の実施
設計・整備・開設

40 向山庭園の改築

　日本的情緒が豊かな庭園を
緑あふれる憩いの場として整
備するとともに、集会施設機
能、文化学習機能、公園機能、
国際交流機能を併せ持つ文化
施設として整備します。

向山庭園の改築 実施設計 改築・開園

41
(仮称）ねりま区
民大学の設置

　移転を予定している総合教育
センターの跡施設を活用し、区
民の主体的な生涯学習活動を
支援し、地域活動を担う人材を
育成する場として、（仮称）ねり
ま区民大学を設置します。

(仮称）ねりま区
民大学の整備・
開設

あり方懇談会の
設置

基本計画策定
設計
整備
開設

42
《新規》
美術の森緑地の
整備

　美術の森緑地を美術館の屋
外展示機能を有する公園とし
て整備します。

整備 ー 検討
設計
整備・開設

43
図書館資料受取
窓口の設置・拡
大

　区民の読書活動を支援する
ため、図書館が近隣にない地
域の区立施設等を活用した図
書館資料受取窓口の設置・拡
大を行い、区民の利便性の向
上および利用機会の拡大を図
ります。

3施設運営 2施設（高野台・
豊玉）

1施設整備

44
こどもと本のひろ
ば（南大泉図書
館分室）の整備

　小学校低学年までの乳幼児・
児童および乳幼児の保護者を
主な対象とする「こどもと本の
ひろば」（南大泉図書館分室）
を整備し、低年齢から読書に親
しむ機会を提供します。あわせ
て南大泉図書館の改修工事を
行い、閲覧環境を整備します。

こどもと本のひろ
ば（南大泉図書
館分室）整備

基本設計
実施設計

整備
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

45
区立スポーツ施
設の整備

　区内の屋外・屋内スポーツ施
設の整備・充実を図ります。
①日本銀行石神井運動場を取
得して整備する公園内屋外ス
ポーツ施設の整備
②大泉学園町希望が丘公園運
動場の整備
③（仮称）練馬総合運動場公園
内屋外スポーツ施設の整備
④総合体育館の改築

①整備

②基本設計（Ⅱ
期）

③都市計画変更

④設計

①実施設計

④基本計画

①実施設計・整
備
②基本計画・基
本設計（Ⅱ期）

③基本構想・都
市計画変更

④設計

46
地域防犯防火連
携組織の確立

　「地域のことは地域で協力し
て守る」という考え方に基づき、
地域における日頃からの防犯
防火に係る取組および事件等
が発生した場合の具体的対応
について、PTA・町会自治会・
商店会等の住民団体や区、警
察等の関係機関が集まり、連
携して自主的な活動を行うこと
ができる態勢を構築します。

15組織設立 10組織設立 ５組織設立

47
ねりま防災カレッ
ジの設立

　一人でも多くの区民が、災害
から自分や身近な人の生命を
守ることができるよう、ねりま防
災カレッジを設立し、つぎの5つ
の機能に対応した事業を実施
します。
（1）人材育成を行う研修機能
（2）知識・技術の習得ができる
学習・教育機能
（3）情報の収集・発信を行う調
査・広報機能
（4）地域の活動を助ける支援
機能
（5）訓練、交流、イベントなどの
場や機会を提供する機能

ねりま防災カレッ
ジの運営

実施設計 整備・開設

48 《新規》
備蓄物資の充実

　区で確保している備蓄物資の
量を平成26年度までに90,440
人分まで拡充します。28年度ま
でに106,200人分へさらに充実
させます。

備蓄量
90,440人分

備蓄量
66,800人分

備蓄量
23,640人分
拡充

49
《新規》
災害時情報伝達
手段の充実

　難聴地域解消に向け調査を
行ったうえで、デジタル放送塔
を増設します。併せて、既存放
送塔および戸別受信機のデジ
タル化を行います。また、放送
塔からの放送内容を自動的に
お知らせする電話自動応答装
置を導入します。さらに、多様
な情報伝達手段の充実を図る
ため、デジタル化にあわせて、
新情報システムを構築するた
めの調査・検討を行います。

放送塔の増設

放送塔および戸
別受信機のデジ
タル化（一部）

電話自動応答装
置の導入

新情報システム
構築の調査・検
討

アナログ式放送
塔
アナログ式個別
受信機

放送塔の増設

放送塔および戸
別受信機のデジ
タル化（一部）

電話自動応答装
置の導入

新情報システム
構築の調査・検
討
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

50
特別緑地保全地
区の指定

　特に良好で将来にわたり残
す価値のある樹林地を、都市
計画により保全する特別緑地
保全地区に指定します。

1地区指定
1地区候補地の
検討

候補地の検討 1地区の指定
1地区候補地の
指定

51 公園等の整備

　みどりと水のネットワークの
拠点となる大規模な公園緑地
の整備を進めます。

累計　635か所
新設　9か所
①大泉町もみじ
やま公園
②大泉学園町希
望が丘公園
③（仮称）中村中
央公園
④日本銀行石神
井運動場を取得
して整備する公
園
⑤（仮称）春日町
三丁目公園
⑥（仮称）練馬総
合運動場公園
⑦（仮称）西大泉
五丁目緑地
⑧（仮称）中里郷
土の森緑地
⑨（仮称）羽沢緑
地

累計　631か所
新設　3か所
①大泉町もみじ
やま公園
②大泉学園町希
望が丘公園
③（仮称）中村中
央公園

新設　6か所

④設計・整備
⑤設計・整備
⑥基本構想・都
市計画変更
⑦用地買収・設
計・整備
⑧設計
⑨用地買収・設
計・整備

拡張　3か所
⑩大泉橋戸公園
⑪大泉学園町希
望が丘公園
⑫大泉井頭公園
改修　3か所
⑬武蔵関公園
⑭千川上水緑道
⑮高稲荷公園

拡張１か所
⑩大泉橋戸公園

拡張　2か所

⑪設計
⑫設計
改修　3か所
⑬測量
⑭設計
⑮測量

52
道路・河川の緑
化

　「みどりの基本計画」に基づ
き、水とみどりのネットワークづ
くりの促進と周辺環境向上のた
め、田柄川緑道の再整備を進
めます。

実施設計
（一部）

検討 Ａ地区
基本・実施設計

53
みどりの街並み
づくり助成

　住宅や民間施設の生け垣
化、屋上緑化、壁面緑化の費
用を助成します。また、緊急道
路障害物除去路線の生け垣化
の費用を拡大して助成します。

生け垣化20,002m

屋上緑化2,442㎡
壁面緑化  333㎡
緊急道路障害物
除去路線助成枠
拡大のＰＲ

生け垣化18,502m

屋上緑化1,842㎡
壁面緑化    93㎡
緊急道路障害物
除去路線助成枠
拡大のＰＲ

生け垣化
1,500m

屋上緑化  600㎡
壁面緑化  240㎡
緊急道路障害物
除去路線助成枠
拡大のＰＲ

環境とまちづくり分野
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

54
みどりのリサイク
ル

　区・区民・事業者の協働によ
り、大規模なみどりの所有者
（寺社・大学等）の落ち葉等の
資源化、保護樹木・樹林、憩い
の森などの民有地の落ち葉等
の腐葉土づくりなどを進めま
す。

①剪定枝資源化
事業の区内全域
での実施

②リサイクルヤー
ド整備検討（1か
所）

①剪定枝資源化
事業の区内全域
での実施

①剪定枝資源化
事業の区内全域
での実施

②リサイクルヤー
ド整備検討（1か
所）

55
牧野記念庭園の
拡充

　世界的に著名な植物学者で
ある牧野富太郎博士が居住し
ていた現在の牧野記念庭園に
ついて、庭園の保全と機能拡
充のため庭園拡張を図ります。

拡張部整備完了 ー 整備

56
(仮称)練馬区版
カーボン・オフ
セット制度の創設

　カーボン・オフセットの考え方
を基に、みどりの二酸化炭素
吸収効果（区内における新たな
樹木の植樹、屋上緑化、森の
手入れ）等と連携した区独自の
カーボン・オフセット制度を創設
します。

モデル事業実施 制度設計 モデル事業実施

57
住宅・事業所の
地球温暖化対策
設備設置補助

　地球温暖化対策として、太陽
光発電設備や家庭用燃料電池
システム等を設置する家庭や
事業者に対し、費用の一部を
補助し、その普及拡大を図りま
す。

住宅
補助3,821件

事業所
補助87件

住宅
補助2,150件

事業所
補助15件

住宅
補助1,671件

事業所
補助72件

58
街路灯の省エネ
ルギー化促進

　地球温暖化防止に向けて練
馬区の温室効果ガス総排出量
を削減するために、区道に設
置されている街路灯照明器具
（100W型水銀灯）を省エネル
ギー型街路灯に切り替えます。

1,500基を省エネ
ルギー型街路灯
に切り替え

600基を省エネル
ギー型街路灯に
切り替え

900基切り替え

59
リサイクルセン
ターの整備

　環境・リサイクルに関する情
報発信等の普及啓発事業の拠
点として、区内4 か所目となる
リサイクルセンターを大泉地区
に整備します。

4館 3館 1館整備

60
《新規》
金属類資源化事
業

　粗大ごみの中継所で金属製
品や廃家電製品を分解等の処
理を施して有用金属を資源とし
て売却します。
　有用金属の含有率が高い小
型家電を公共施設などの拠点
で回収することにより、資源とし
て売却します。

有用金属の資源
化を図った量
2,180ｔ

有用金属の資源
化を図った量
200ｔ

有用金属の資源
化を図った量
1,980t

61
放射7号線沿道
地区のまちづくり

　放射7号線および周辺道路の
整備にあわせ、幹線道路沿道
の土地利用および周辺環境の
変化に対応した地区計画を基
本とするまちづくりを進めます。

地区計画決定
4地区

合意形成活動 地区計画決定
4地区
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

62
放射35号線沿道
地区のまちづくり

　事業意欲の高い地区から、ま
ちづくり協議会を設立し、区民
参加のワークショップ等により
まちづくり計画を策定します。
　平和台駅付近において環状8
号線を地下で横断する通路を
整備し、歩行者の利便性の向
上を図ります。

①地区計画決定
2地区

②地下連絡通路
整備（一部）

合意形成活動 ①地区計画決定
2地区

②地下連絡通路
整備（一部）

63
放射36号線沿道
地区のまちづくり

　放射36号線の整備にあわ
せ、幹線道路沿道の土地利用
および周辺環境の変化に対応
したまちづくりを進めます。

まちづくり構想案
の策定

合意形成活動 まちづくり構想案
の策定

64
外環沿道地区の
まちづくり

　東京外かく環状道路の整備
の進捗を見据えつつ、国、都な
どと調整を行うとともに、沿道
地区のまちづくり（大泉ＪＣＴ、
青梅街道ＩＣ、外環の２沿道）を
進めます。

<周辺地区>
まちづくり手法の
検討
合意形成活動

<沿道地区>
まちづくりの検討

<周辺地区>
現況調査
まちづくり組織の
設立
まちづくりの検討

<沿道地区>
現況調査

<周辺地区>
まちづくり構想の
策定
まちづくり手法の
検討
合意形成活動
<沿道地区>
まちづくりの検討

65
補助230号線沿
道地区のまちづく
り

　都営大江戸線延伸の導入空
間となる補助230号線整備の円
滑化や沿道地域における良好
な街並み形成を図るために、
補助230号線の道路整備と一
体的に沿道地域のまちづくりを
進めます。

地区計画決定
5地区

地区計画決定
2地区

地区計画決定
3地区

66
土支田中央土地
区画整理事業

　都営大江戸線延伸に向け
て、土地区画整理事業を進め
ます。

整備（完成）
換地処分
区画整理登記

整備（一部） 整備（完成）
換地処分
区画整理登記

67
組合等土地区画
整理事業

　組合または個人（共同を含
む）施工による土地区画整理
事業に対し、必要な助言を行い
円滑な事業執行を促すととも
に、工事費などの助成を行い
ます。

事業完了
16地区

新規地区合意形
成活動

事業完了
14地区

事業完了
2地区

新規地区合意形
成活動

68
地区計画制度の
活用

　地区計画に定めた公園や道
路等の地区施設を整備しま
す。また、合意形成された地区
の都市計画決定を行い、「都市
計画法」および「練馬区地区計
画の区域内における建築物の
制限に関する条例」により建築
物を規制誘導します。

地区計画の策定
42地区

地区計画の策定
28地区

①道路・公園の
整備
②地区計画の策
定
15地区
③地区計画廃止
1地区
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

練馬駅周辺地区
の整備（練馬の
中心核の整備）

　商店街を中心に、地区計画
や電線類の地中化によるまち
づくりを進めます。
　また、千川通りの街並み整備
に向けて検討を進めます。
　さらに、駅北口の区有地の本
格活用に取り組みます。

①北口賑わい商
店街づくり
地区施設の整備
生活幹線道路
（12-210・292号
線）事業完了
②南口界隈商店
街づくり
電線類地中化・カ
ラー舗装完了
まちづくり計画の
策定
③千川通り沿道
地区まちづくり
まちづくり計画の
策定

地区施設の検討
設計調整

電線類地中化・カ
ラー舗装完了
合意形成活動
（社会実験）

合意形成活動

地区施設の検討
実施設計
用地買収
整備

まちづくり計画の
策定

まちづくり計画の
策定

　 ④北口区有地活
用
施設開設

事業者の決定
設計
契約

整備・開設

70

石神井公園駅周
辺地区の整備
（地域拠点の整
備）

　都市基盤の整備にあわせ
て、駅南地区について地区計
画を活用したまちづくりを進め
ます。

①駅周辺市街地
まちづくり
地区計画決定1
地区
（石神井公園駅
南地区）
②西武池袋線立
体交差
鉄道工事完了
関連側道整備
（一部）
③都市計画道路
の整備
補助132号線Ⅱ
期事業完了
補助132号線Ⅲ
期整備（一部）
補助232号線Ⅰ
－1期整備（一
部）
練自歩1号線事
業完了
④石神井公園駅
南口駅前広場
補助232号線Ⅱ
期事業完了

都市計画決定手
続き

Ⅰ期工事完了
基本設計2路線

用地買収
整備（一部）
用地買収

用地買収

整備（一部）

実施設計

1地区の地区計
画都市計画決定

Ⅱ期工事完了
実施設計3路線
整備2路線

整備

整備（一部）

用地買収
設計・整備（一
部）
整備

実施設計
用地買収
整備

69
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

71
大泉学園駅周辺
地区の整備（地
域拠点の整備）

　北口駅前広場の整備とともに
商店街を中心とする駅周辺地
区のまちづくりを進めます。

①北口駅前広場
の整備
市街地再開発事
業
1地区　完了

②駅周辺まちづく
り
地区計画決定3
地区
（商業地区）
（北口駅前地区）
（住宅地区）
まちづくり事業1
地区
（北西地区）

①北口駅前広場
の整備
市街地再開発事
業
事業認可

②駅周辺まちづく
り
地区計画決定
3地区

①北口駅前広場
の整備
市街地再開発事
業
1地区　完了

②まちづくり事業
決定
1地区
（北西地区）

　江古田駅 ①駅舎
バリアフリー化整
備完了
南北自由通路整
備完了
②駅周辺まちづく
り計画策定
③駅前広場整備

①バリアフリー化
南北自由通路整
備完了

②駅周辺まちづく
り計画検討
③駅前広場整備

②駅周辺まちづく
り計画策定

　上石神井駅 合意形成活動

事業計画案検討

合意形成活動

事業化手法検討

合意形成活動

事業化手法検討
事業計画案検討

　中村橋駅 ①駅北口地区
地区計画決定
まちづくり憲章策
定
②中杉通り等バ
リアフリー化整備
検討

駅北口地区
地区計画検討
まちづくり憲章検
討
中杉通り等バリア
フリー化整備検
討

①駅北口地区
地区計画決定
まちづくり憲章策
定
②中杉通り等バ
リアフリー化整備
検討

　武蔵関駅、上井草駅 ①武蔵関駅周辺
地区
事業計画案検討

②上井草駅周辺
地区
事業計画案検討

①武蔵関駅周辺
地区
まちづくり構想案
作成
おおむねの区域
指定

②上井草駅周辺
地区
現況調査
まちづくり協議会
設立

①武蔵関駅周辺
地区
まちづくり構想策
定
まちづくり手法の
検討
事業計画案検討

②上井草駅周辺
地区
おおむねの区域
指定
まちづくり構想策
定
まちづくり手法の
検討
事業計画案検討

生活拠点の整備72
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

73
密集住宅市街地
整備促進事業

　江古田北部地区、北町地区、
貫井富士見台地区において、
道路・公園等の基盤整備、建
物の不燃化等を促進するため
の建替促進事業を行います。

建替助成248戸
道路整備27工区
公園整備19か所

建替助成219戸
道路整備18工区
公園整備15か所

建替助成29戸
道路整備9工区
公園整備4か所

74
《新規》
都市防災不燃化
促進事業

　不燃化促進区域内の指定路
線沿道に耐火建築物を建築す
る建築主に対して、建築費用
の一部を助成することなどによ
り、建築物の不燃化を促進しま
す。

助成実施　5件 - 助成実施　5件

75
建築物の安全対
策の推進（建築
物の耐震化）

　練馬区耐震改修促進計画
（平成19年3月策定）に基づき、
昭和56年5月以前に建てられ
た建築物に対して、「耐震化に
係る啓発」、「所有者への指導・
指示等」、「耐震改修等に対す
る支援」の観点から総合的に
取り組み、建築物の耐震化を
促進していきます。

住宅・建築物へ
の耐震助成
耐震診断617棟
実施設計595棟
耐震改修461棟

簡易耐震診断に
よる啓発
簡易診断2,726棟

緊急輸送道路沿
道の耐震助成
耐震診断100棟
実施設計23棟
耐震改修17棟

耐震診断407棟
実施設計385棟
耐震改修293棟

簡易診断2,126棟

耐震診断7棟

耐震診断210棟
実施設計210棟
耐震改修168棟

簡易診断600棟

耐震診断93棟
実施設計23棟
耐震改修17棟

76
鉄道駅バリアフ
リーの推進

　区内の鉄道駅のバリアフリー
施設を検証し、さらなるバリアフ
リーの充実を図ります。

さらなるバリアフ
リー施設の鉄道
事業者への働き
かけ

①さらなるバリア
フリー施設の調
査
②鉄道事業者へ
の働きかけ

鉄道事業者への
働きかけ

77
大江戸線延伸の
促進

　都営大江戸線延伸の早期事
業化をめざし、地下鉄の導入
空間の周辺におけるまちづくり
の進捗にあわせて関係機関へ
の働きかけを行います。

早期の鉄道事業
許可取得

導入空間の一部
交通開放

要請活動、延伸
促進活動

78

西武池袋線（練
馬高野台駅～大
泉学園駅間）連
続立体交差事業

　練馬高野台駅から大泉学園
駅間の連続立体交差化につい
て、平成26年度の完成をめざ
し、事業を進めます。また、あ
わせて関連側道等の整備を進
めます。

西武池袋線立体
交差
鉄道工事完了
関連側道整備2
路線
関連側道実施設
計3路線

Ⅰ期工事完了
基本設計2路線

Ⅱ期工事完了
関連側道整備2
路線
関連側道実施設
計3路線

79
西武新宿線立体
化の推進

　鉄道立体化に関する調査研
究および関係機関の調整、鉄
道立体化整備促進活動の支援
（鉄道立体化と連携した沿線地
区のまちづくり）を行います。

①調査研究並び
に勉強会の実施

②促進活動組織
を中心とした要請
活動・広報活動

①調査研究並び
に勉強会の実施

②促進活動組織
の立上げ

①調査研究並び
に勉強会の実
施・関係機関へ
の要請
②促進活動組織
を中心とした要請
活動・広報活動
等
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

80
エイトライナー整
備の促進

　エイトライナー促進協議会を
構成している世田谷・大田・杉
並・板橋・北の各区をはじめ、
東京都および環七高速鉄道（メ
トロセブン）促進協議会（足立・
葛飾・江戸川区で構成）とも連
携を図りながら、エイトライナー
の導入可能性に係る調査や、
関係機関に対する要請活動な
ど、実現に向けた促進活動を
行います。

①整備促進活動
②事業計画原案
の作成

整備促進活動
実現に向けた調
査研究

①整備促進活動
②事業計画原案
の作成

81
みどりバス（コミュ
ニティバス）の運
行

　既存路線3路線のｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
再編を実施するとともに、乗合
ﾀｸｼｰの実証実験を実施しま
す。

【ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ】
6路線運行

【乗合ﾀｸｼｰ】
3路線の実証実
験後の検証

【ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ】
新規路線運行1
路線
既存路線再編調
査検討1路線
【乗合ﾀｸｼｰ】
調査検討1路線

【ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ】

既存路線再編運
行3路線
【乗合ﾀｸｼｰ】
調査検討2路線
実証実験、検証3
路線

　区の都市骨格の形成、円滑
な交通の確保、防災まちづくり
等を推進するため、都市計画
道路を整備します。また、東京
都施行路線については整備を
進めるよう東京都に要請しま
す。
　なお、事業の実施に当たって
は、地域環境をはじめ、緑化、
バリアフリー化などに配慮しな
がら進めます。

①補助132号線Ⅱ期 事業完了 用地買収
整備（一部）

整備

②補助132 号線Ⅲ期 整備（一部） 用地買収 用地買収
整備（一部）

③補助232 号線Ⅰ－1 期 整備（一部） 用地買収 用地買収
設計
整備（一部）

④補助232 号線Ⅱ期(駅前広
場)

事業完了 実施設計 実施設計
用地買収
整備

⑤練自歩1 号線 事業完了 整備（一部） 整備

⑥補助135号線（補助230号線
交差部）

用地買収 合意形成活動 測量
基本設計
用地買収

⑦補助135号線（西武池袋線南
側～補232号線交差部）

⑧補助232号線（学芸大通り～
補助135号線交差部

⑨補助235号線 用地買収 道路基本設計 用地買収
道路実施設計

⑩区画街路１号線 都市計画変更 合意形成活動 都市計画変更

⑪補助232号線Ⅰ-２期 現況測量着手 合意形成活動 現況測量

82
都市計画道路の

整備

現在、調整中です。
成案化の際には、事業計画をお示しする予定です。
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番号 計画事業名 事業内容 26年度目標
２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

83
東京外かく環状
道路の整備促進

　地域PIを通じて区民等の意向
が反映されることにより、より良
い形で外環が整備されるよう
国・東京都と連携を図ります。
　練馬区の地域特性を踏まえ
た地上部街路の必要性を整理
し、区民等の意向を反映した、
より良い形で整備計画が定め
られるよう都に働きかけます。

外環本線
地域PIを通じた
国・東京都との連
携

地上部街路に関
する整備促進へ
の働きかけ

広域道路ネット
ワーク
高速10号練馬線
等の関係機関へ
の働きかけ

外環本線
早期着工に向け
た調整

地上部街路
あり方に関する
調整

広域道路ネット
ワーク
高速10号練馬線
等に関する考え
方のまとめ

外環本線
早期着工に向け
た調整

地上部街路
整備促進に関す
る調整

広域道路ネット
ワーク
関係機関への働
きかけ・調整

　都市計画道路を補完し、地区
の主要な道路となる生活幹線
道路を整備します。
　土地区画整理事業などの事
業区域内の生活幹線道路につ
いては、それぞれの事業で整
備します。

(1)一般区道12-210・292 号線 事業完了 設計調整 実施設計
用地買収
整備

(2)練馬一般区道22-101号線２
工区

事業完了 用地買収
整備（一部）

用地買収
整備（一部）

(3)練馬一般区道22-101号線３
工区

整備（一部） 用地買収 用地買収
整備（一部）

(4)練馬主要区道30号線 整備（一部） 合意形成活動 用地買収
整備（一部）

(5)練馬主要区道32号線 整備（一部） 用地買収 用地買収
整備（一部）

(6)主要区道56 号線2・3 工区 用地買収
設計

暫定整備 用地買収
設計

(7)主要区道67 号線 用地買収
整備（一部）

用地買収
設計

用地買収
整備（一部）

(8)主要区道3号線(旧目白通り
～環八）

用地買収 現況測量 用地測量
基本設計
用地買収

(9)主要区道64号線（大泉街道
～大泉六小角交差点）

合意形成活動 合意形成活動 合意形成活動

(10)主要区道55号線（補助230
～豊渓小角交差点）

合意形成活動 合意形成活動 合意形成活動

85
快適なみちづくり
の推進

　安全で快適な歩行者空間を
確保するとともに魅力あるまち
並みを形成するため、無電柱
化を進めます。また、道路のバ
リアフリー化を進めるため、歩
行者横断部を改良します。

無電柱化整備延
長　5,490m

歩行者横断部改
良　286か所

無電柱化整備延
長　2,420ｍ

歩行者横断部改
良　226か所

無電柱化整備延
長　3,070ｍ

歩行者横断部改
良　60か所

86
自転車駐車場の
整備

　練馬区自転車利用総合計画
および各駅周辺の実態調査に
応じた自転車駐車場の整備を
進めます。

追加整備
3,860台

追加整備
760台

追加整備
3,100台

生活幹線道路の
整備

84
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２３年度末

実績見込み
3か年の事業量

87
《新規》
自転車走行環境
整備事業

　自転車走行環境整備の必要
性や周辺環境を勘案し、走行
レーン等自転車走行空間の整
備を進めます。併せて交通
ルール・マナーの周知を図り、
ハード・ソフトの両面から自転
車走行環境を整備します。

走行空間の整備 自転車走行環境
整備実施計画の
策定

走行空間の整備
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２３年度末

実績見込み
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88
区政資料管理体
制の整備

　区政資料管理整備計画に基
づき、歴史的資料の収集・管
理・利活用の体制整備を行い
ます。

歴史的資料の収
集・管理・利活用

歴史的資料の収
集・管理・利活用
施設の基本設計

歴史的資料の収
集・管理・利活用

歴史的資料の収
集・管理・利活用
施設の機能の検
討

―

歴史的資料の収
集・管理・利活用
施設の基本設計

89
「ねりま未来プロ
ジェクト」の推進

　「みどり」「農」「アニメ」「人づく
り」「地域コミュニティ活性化」と
いった「ねりま未来プロジェク
ト」について、各プロジェクトの
有機的な連携を図ることによ
り、練馬区の特色を最大限に
活かした総合的なプロジェクト
として、「新たなねりまブランド
の発信拠点づくり」に取り組み
ます。

整備方針策定 基本構想策定 整備方針策定

90
学校・幼稚園適
正配置に伴う跡
施設活用

　光が丘地区の4小学校跡施
設の有効活用を進めるととも
に、光が丘地区の区立幼稚園
の適正配置に伴う跡施設の有
効活用を図ります。

①学校跡施設
施設開設

②幼稚園跡施設
活用に向けた調
整

①学校跡施設
実施設計　2施設
改修工事　1施設

①学校跡施設
施設開設

②幼稚園跡施設
活用に向けた調
整

91
関越自動車道高
架下の活用

　関越自動車道の道路管理者
から占用許可を取得したうえで
高架下空間の有効活用を図り
ます。

整備・開設 測量調査
環境影響調査
地盤調査

整備・開設

92
区民事務所等の
サービスの拡充

　区民事務所・出張所のあり方
について、平成20年１月に実施
した出張所の機能別再編後の
状況を検証し、区民事務所等
の業務の動向やコミュニティ支
援における役割も踏まえ、区民
事務所等のサービスのさらなる
拡充を図ります。また、区民の
利便性の向上を図るため、施
設・設備の整備を行います。

区民事務所・出
張所のあり方の
見直し

大泉区民事務所
の移転準備

自動交付機21か
所22台設置

コンビニ等での証
明交付検討

区民事務所・出
張所のあり方の
検討

検討

自動交付機21か
所22台設置

区民事務所・出
張所のあり方の
見直し

大泉区民事務所
の移転準備

コンビニ等での証
明交付検討

行政運営分野
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